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マザーファンド ご参考：世界株式

●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。
＜2021-SA113＞

2021年9月15日

ニッセイ宇宙関連グローバル株式ファンド
(年2回決算型・為替ヘッジあり)／(年2回決算型・為替ヘッジなし)／
(資産成長型・為替ヘッジあり)／(資産成長型・為替ヘッジなし)

愛称：スペース革命
設定来の運用状況と組入銘柄のご紹介
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足もとの投資環境とマザーファンドの運用実績

 当ファンドは、為替ヘッジの有無と決算頻度・分配方針が異なる4つのファンドから選択
いただけます。2018年11月の設定以降、4ファンドとも概ね良好なパフォーマンスを上
げてきました。

 当レポートでは、設定来の運用状況と、組入上位10銘柄のうち5銘柄の概要をご紹介します。

出所)FactSetのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
世界株式：MSCIワールド・インデックス(配当込み、円ベース)
上記はマザーファンドの運用実績(信託報酬等コスト控除前)であり、当ファンドの運用実績ではありません。また、上記は過去の
実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。

マザーファンドの累積パフォーマンス

(年/月)

当ファンドは「ファミリーファンド方式」で運用を行います。2018年11月の設定以降の
マザーファンドの運用状況を振り返ってみると、2020年2月から3月にかけて新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響などからパフォーマンスが悪化した局面がありましたが、その後は
経済正常化への期待などによる株価上昇をうけて、良好なパフォーマンスが続いています。

当ファンドが注目する宇宙関連ビジネスは、安全保障の観点などからサプライチェーンが
自国内で完結する傾向があり、プロジェクトが計画的に長期にわたって進められることから、
長期的に安定的な成長が期待できるという特徴があります。このため宇宙関連企業は、景気
変動の影響を比較的受けにくい面があり、相対的に好調な業績を示してきました。そのよう
ななか、2021年8月末時点でマザーファンドの累積パフォーマンスは設定来で+82.7％と
なっており、同期間の世界株式指数を25.4%上回っています。

地球をとりまく人工衛星は今や生活に必要不可欠なインフラとなっており、衛星データな
どを活用した革新的な製品・サービスを開発する動きが加速しています。当ファンドでは、
引き続き宇宙に対して成長テーマを持つ世界の企業のなかから、中長期的に収益の拡大が見
込まれ株価上昇が期待できる銘柄を厳選し、ポートフォリオを構築していく方針です。

データ期間：2018年11月2日＜設定日＞～2021年8月31日(日次)(％)
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税引前分配金再投資基準価額

基準価額

年2回決算型は、毎年4･10月の各25日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。第1期
から第5期までの分配金(1万口当り、税引前)は以下の通りです。次回決算は2021年10月25
日を予定しています。

基準価額と分配の推移【年2回決算型】
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データ期間：2018年11月2日＜設定日＞～2021年8月31日(日次)
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。税引前
分配金再投資基準価額は分配金(税引前)を再投資したものとして計算しております。運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あ
るいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。収益分配金
には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。

(円)

(年/月)

17,269円

12,664円

(年/月)

8月31日
時点

年2回決算型・為替ヘッジあり

(円)

年2回決算型・為替ヘッジなし

17,270円

12,995円

第1期(2019/4)
分配金 600円

(分配前基準価額※：11,440円)

第2期(2019/10)
分配金 600円
(同：11,310円)

第3期(2020/4)
分配金 0円

(同：9,887円)

第5期(2021/4)
分配金 1,400円
(同：12,858円)

第4期(2020/10)
分配金 1,000円
(同：12,067円)

第1期(2019/4)
分配金 600円
(同：11,426円)

第2期(2019/10)
分配金 500円
(同：11,119円)

第3期(2020/4)
分配金 0円

(同：9,537円)

第5期(2021/4)
分配金 1,500円
(同：13,077円)

第4期(2020/10)
分配金 700円
(同：11,522円)

8月31日
時点

分配金累計額
3,300円

※分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配前基準価額は、決算日当日に分配金が支払われなかった場合
の基準価額です。
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基準価額

基準価額と分配の推移【資産成長型】
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データ期間：2018年11月2日＜設定日＞～2021年8月31日(日次)
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。運用状
況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価
額が下がる要因となります。収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。

資産成長型は毎年10月25日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。信託財産の十分な
成長に資することに配慮し、分配を抑制する方針です。第1期から第2期の分配金(1万口当り、
税引前)は以下の通りです。

17,291円

8月31日
時点

17,323円

(円)

(年/月)

(年/月)

資産成長型・為替ヘッジあり

第1期(2019/10)
分配金 0円

(分配前基準価額※：11,926円)

(円)

資産成長型・為替ヘッジなし

第1期(2019/10)
分配金 0円

(同：11,743円)

※分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配前基準価額は、決算日当日に分配金が支払われなかった場合
の基準価額です。

第2期(2020/10)
分配金 0円

(同：13,441円)

第2期(2020/10)
分配金 0円

(同：12,737円)

8月31日
時点

分配金累計額
0円

分配金累計額
0円
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メトラー・トレド・インターナショナル(アメリカ／ヘルスケア)

(米ドル)

＜EPS(1株当り純利益)の推移＞＜株価の推移＞
(米ドル) データ期間：2018年8月31日～2021年8月31日(日次)

(年/月)

世界各国で事業を展開する精密機器のグローバルサプライヤー。同社の技術は宇宙向けの開発に
必要な計量および測定機器などに使用されている。

予想値

マイクロソフト(アメリカ／情報技術)

(米ドル)

＜EPS(1株当り純利益)の推移＞＜株価の推移＞
(米ドル) データ期間：2018年8月31日～2021年8月31日(日次)

(年/月)

世界最大のソフトウェアメーカー。衛星を活用して、地球のあらゆる場所で高速インターネット
サービスを届ける開発を進めている。

予想値

4/8

組入銘柄のご紹介

コンステレーション・ソフトウェア(カナダ／情報技術)

(米ドル)

＜EPS(1株当り純利益)の推移＞＜株価の推移＞
(カナダドル) データ期間：2018年8月31日～2021年8月31日(日次)

(年/月)

市場をリードするソフトウェアとサービスを提供する国際的なソフトウェア・プロバイダー。
NASA(米航空宇宙局)やスペースXなどの有力宇宙関連企業にソフトウェアを提供している。

予想値

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 EPS予想値は2021年9月現在のブルームバーグ集計値 業種はGICS
分類(セクター)によるものです。なお、GICSに関する知的財産所有権はS&PおよびMSCI Inc.に帰属します。
上記はマザーファンドの2021年8月末現在の組入銘柄を示したものです。特定の銘柄を推奨するものではなく、また、当該銘柄の
保有を保証するものではありません。



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。
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オートデスク(アメリカ／情報技術)

(米ドル)

＜EPS(1株当り純利益)の推移＞＜株価の推移＞
(米ドル) データ期間：2018年8月31日～2021年8月31日(日次)

(年/月)

3D技術を使ったソフトウェアのリーディング企業。NASAの惑星着陸機のデザインに活用され
るなど、同社の技術・製品は多くの宇宙関係プロジェクトに利用されている。

予想値
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コスター・グループ(アメリカ／資本財・サービス)

(米ドル)

＜EPS(1株当り純利益)の推移＞＜株価の推移＞
(米ドル) データ期間：2018年8月31日～2021年8月31日(日次)

(年/月)

商業用不動産のデータ分析プロバイダー。衛星画像などを使用した独自の調査結果を顧客に提供、
市場における支配的な地位を確立してきている。

予想値
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組入銘柄のご紹介

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 EPS予想値は2021年9月現在のブルームバーグ集計値 業種はGICS
分類(セクター)によるものです。なお、GICSに関する知的財産所有権はS&PおよびMSCI Inc.に帰属します。
上記はマザーファンドの2021年8月末現在の組入銘柄を示したものです。特定の銘柄を推奨するものではなく、また、当該銘柄の
保有を保証するものではありません。

身近になる宇宙へのアクセス

各国の宇宙ベンチャー企業が、自社開発の宇宙船での有人飛行を成功させています。
2021年7月には、米アマゾン・ドット・コム創業者のジェフ・ベゾス氏と英ヴァー
ジン・グループを率いるリチャード・ブランソン氏は、それぞれ自身で設立した企
業の開発した宇宙船で宇宙空間への到達に成功しました。
これらは宇宙が宇宙飛行士以外の民間人でも行くこと
のできる場所になってきていることを象徴する出来事
であり、ビジネスとして宇宙に人を運ぶ第一歩とみら
れています。

画像はイメージです。



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

フ ァ ン ド の 特 色

投 資 リ ス ク

 ファンド(マザーファンドを含みます)は、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもあります)に
投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

 ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果(損益)はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因

※ご購入に際しては、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化
(倒産に至る場合も含む)等により、価格が下落することがあります。

為替変動リスク

〈為替ヘッジあり〉
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を
図ります。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の
為替変動の影響を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨
の金利より低い場合などには、ヘッジコストが発生することがあります。
〈為替ヘッジなし〉
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の
影響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。

カントリーリスク 外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による
影響を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格
で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

 ファンドは、特定のテーマに絞った株式への投資を行います。したがって、株式市場全体の値動きとファンドの基準価額の値動き
が大きく異なる場合、また、より幅広いテーマで株式に分散投資するファンドに比べ基準価額の変動が大きくなる場合があります。

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準
価額は下がります。

 分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払われる場合があります。
その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間に
おけるファンドの収益率を示すものではありません。

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

• 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

①日本を含む世界各国の宇宙関連企業の株式に投資を行います。
②TCWインベストメント・マネジメント・カンパニーからの助言を活用し、株価上昇が期待される銘柄に投資を行います。
③為替ヘッジの有無と決算頻度・分配方針が異なる、4つのファンドから選択いただけます。

(年2回決算型・為替ヘッジあり)／(年2回決算型・為替ヘッジなし)／(資産成長型・為替ヘッジあり)／(資産成長型・為替ヘッジなし)
※販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

＜為替ヘッジの有無＞
 為替ヘッジあり：組入外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります。
 為替ヘッジなし：組入外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を直接的に受けます。
＜決算頻度・分配方針＞
 年2回決算型：年2回決算を行い、分配金をお支払いすることをめざします。

※分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により、分配を行わないことがあります。
 資産成長型： 年1回決算を行います。信託財産の十分な成長に資することに配慮し、分配を抑制する方針です。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。
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ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3%(税抜3.0％)を上限として販売会社が独自に
定める率をかけた額とします。
 料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎日

運用管理費用
(信 託 報 酬)

ファンドの純資産総額に年率1.8975％(税抜1.725％)をかけた額とし、ファンドからご負担
いただきます。

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.011％(税抜0.01％)をかけた額を上限とし、ファンドから
ご負担いただきます。

随時 その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドから
ご負担いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等
を記載することはできません。

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。！
詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)をご覧ください。！
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ご留意いただきたい事項

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様のものと
なります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書
(交付目論見書)、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融
機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっ
ては方針通りの運用ができない場合があります。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
 MSCI各種指数は、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利はMSCI Inc．

に帰属します。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先
ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター：0120-762-506
(9:00～17:00 土日祝日・年末年始を除く)
ホームページ： https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】
三菱UFJ信託銀行株式会社



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

※ 販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。
詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取扱販売会社一覧

取 扱 販 売 会 社 名 登 録 番 号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融
商品取引業

協会
金融商品
取引業者

登録金融
機関

あかつき証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○
エース証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第6号 ○
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○
岡三にいがた証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第169号 ○
香川証券株式会社 ○ 四国財務局長(金商)第3号 ○
九州ＦＧ証券株式会社 ○ 九州財務局長(金商)第18号 ○
極東証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○
静岡東海証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第8号 ○
十六ＴＴ証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第188号 ○
株式会社しん証券さかもと ○ 北陸財務局長(金商)第5号 ○
大山日ノ丸証券株式会社 ○ 中国財務局長(金商)第5号 ○
ちばぎん証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第114号 ○
中銀証券株式会社 ○ 中国財務局長(金商)第６号 ○
東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○
とうほう証券株式会社 ○ 東北財務局長(金商)第36号 ○
とちぎんＴＴ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第32号 ○
内藤証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○
南都まほろば証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第25号 ○
北洋証券株式会社 ○ 北海道財務局長(金商)第1号 ○
丸八証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第20号 ○
三木証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第172号 ○
三津井証券株式会社 ○ 北陸財務局長(金商)第14号 ○
むさし証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第105号 ○ ○
ワイエム証券株式会社 ○ 中国財務局長(金商)第8号 ○
株式会社鹿児島銀行(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社) ○ 九州財務局長(登金)第2号 ○

株式会社高知銀行 ○ 四国財務局長(登金)第8号 ○
株式会社大光銀行 ○ 関東財務局長(登金)第61号 ○
株式会社中京銀行 ○ 東海財務局長(登金)第17号 ○
株式会社東北銀行 ○ 東北財務局長(登金)第8号 ○
株式会社長崎銀行 ○ 福岡財務支局長(登金)第11号 ○
株式会社肥後銀行(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社) ○ 九州財務局長(登金)第3号 ○

株式会社百十四銀行 ○ 四国財務局長(登金)第5号 ○ ○
株式会社広島銀行 ○ 中国財務局長(登金)第5号 ○ ○

 販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。
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